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２３．クリプトスポリジウム 

 

１）クリプトスポリジウムの概要 

 

（１）病原体と疾病の概要 

1907 年に実験用マウスから初めてクリプトスポリジウム原虫が発見されて以来、本虫は主に形態

的に分類されてきた。1976 年に初の人体症例が発見され、1993 年には米国ミルウォーキーで塩素

に抵抗性の高い本虫のオーシストに汚染された水道水の飲水後、下痢を主症状とする約 40 万人

の患者が発生した。このような様式での患者発生は欧州、特に英国でも増加し、日本でも 1996 年

に埼玉県越生町で水道水を飲んだ住民の約 70％が発症する事態に至り、経口感染する水系の新

興感染症として注目された。健常者では本症に罹患しても自然治癒するが、AIDS 等免疫不全状

態のヒトでは衰弱死することもある。 

現在、本原虫は形態、宿主特異性、遺伝学的性状等により、12 種に分類することが提唱されて

い る 。 こ の 内 、 ヒ ト の 本 症 の 主 な 虫 種 は Cryptosporidium hominis( 主 に ヒ ト に 寄 生 ) 及 び C. 

parvum(主に牛などの反芻獣に寄生する人獣共通感染症病原体)である。原虫は感染動物の消化

管内で無性的に増殖する。有性生殖もし、動物への感染形態であるオーシスト(直径４×５μm 程

度)となる。これが高度に塩素耐性であるため、水道水やその原水の汚染防止が本症の予防対策

となる。なお、2000 年頃までは、食品を介する患者報告は十数例であったが、近年米国では食品

を生で摂食した後の感染報告が増加傾向にある。そのため、ヒトや牛の糞便による食品汚染の防

止、また、オーシストは加熱で容易に失活するため、食品の適切な加熱調理も予防対策となる。 

 

（２）汚染の実態 

水道水による本症の集団発生事例は、米国では 1993 年以後ほとんどなく、英国では 2002 年頃

まで多発していた。また、日本でも集団発生を見たことから、日本、英国及び米国の汚染実態を記

す。日本では、青森県から沖縄県にわたる全国１３都府県で水道水源となる 29 の河川水につき調

査が行われ（1999 年～2000 年）、10Ｌ当たりのオーシスト数は０～14 個程度であった。英国では

2000 年前半に、約 64000 の浄水を材料としてオーシストの検出を試み、検出率は 6.8％であった。

その内、約 94％でオーシスト数は 10Ｌ当たり 0.01～0.1 個であった。1990 年代全般を通じて、米国

及びカナダでは水道水源の約 50％が本原虫に汚染されており、オーシスト数は１L 当たり 0.31～

4.8 個に分布していた。しかし、同国では、ミルウォーキーでの集団事例以後、2000 年代に入っても、

遊泳などのリクリエーション後、また非加熱食品の摂食後の感染例が報告されている。ただし、水や

食品の汚染実態は明確にできなかった。例えば、2007 年にＭＭＷＲ（罹患率・死亡率週報）紙上

で、米国５州でリクリエーション目的の水の使用後に集団感染が報告されたが、その水からはオー

シストは検出されていなかった。 
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（３）リスク評価と対策 

米国ＣＤＣは、一般人に対して糞口感染の防止の基本的情報を提供している。即ち、①手洗い

の励行、②河川水等自然水ばかりではなく、煮沸されずに給水栓から供給されている未処理の水

を飲まないこと③食品を生で摂取する場合には、それを消毒された水で十分に濯いだ後に摂食す

る必要性のあることを記している。この他に、遊泳用プールや噴水の水などヒトや動物の糞便による

汚染のある恐れのある水を摂取しないことも記している。 

日本では、本原虫は水道水の水質検査項目ではない。また、特定食品における規格・基準もな

い(食品、添加物の規格基準＜告示＞)。しかし、厚生労働省の通知(平成 9 年 4 月 10 日付、衛水

第 162 号)により、水道原水及び飲用井戸水等からクリプトスポリジウムが検出された場合水道課長

に報告されることが求められた。この報告に基づき 1997 年 11 月～2002 年１月にかけて日本全土で

は 9 件の給水停止事例があった。1996 年に埼玉県越生町での集団感染以後、日本では水道水

に起因する本症の集団事例がないことから、この通知は本症予防に寄与したと判断できた。但し、

2007 年に、生の牛の肝臓及びユッケが原因食品と推測される C. parvum による感染事例が堺市で

報告されたため、感染者と感染動物による糞便汚染を避ける必要性がある。 



２）情報整理シート(クリプトスポリジウム）

概　要 引用文献

クリプトスポリジウム Xiao L, .2004 (23-0011)

小型で４×３μｍ、大型で７．５×５．５μｍの原虫。 Xiao L, .2004 (23-0011)

急性胃腸炎を起こす新興感染症。米国ミルウォーキーで原
虫汚染水道水の飲水により約４０万人の患者の発生。

Nime F.A.,1976(23-0007)
Mackenzie W.R.,1994(23-0006)

全世界的。 Fayer R. ,2003(23-0004)

④国　内
神奈川県平塚市で４６１人、埼玉県越生市町で町民の約７
０％（約８７００人）が原虫汚染水道水の飲水により発症。

五十嵐郁夫,2004(23-0012)

⑤海　外

工業先進国では水系感染の多発。食品の摂取に起因すると
された報告数は1980年代半ばから約20年間で12件と少な
かった。しかし、最近の論文で、2000年台に食品媒介性の
患者報告の増加していることが指摘され、その論文中ではそ
の要因を米国での生食嗜好傾向の高まりにあると推察して
いた。

Duffy G,2003 (23-0003)
Fayer R. ,2003(23-0004)
Macarisin D.,2010(23-0005)

本原虫は1907年に初めて発見されて以来。長く形態を主体
として分類されていた。現在本原虫は、コクシジウム科、クリ
プトスポリジウム属に位置している。原虫種数は形態ばかり
ではなく宿主特異性、寄生部位や分子遺伝学的性状を加味
１２種にすることが妥当と提唱されるに至った。

Xiao L, .2004 (23-0011)
五十嵐郁夫,2004(23-0012)

クリプトスポリジウム原虫種の内、人に感染することが最も多
いのは、Cryptosporidium hominis であり、次いで牛に由来
するC. parvum ，稀に、C. mereagridis の感染もみられる。こ
れら原虫は人、動物ともに経口的に感染する。

吉田幸雄,2006(23-0016)
Thomson R.C.A.,2003(23-0009)

日本の水道法による残留塩素規定濃度（0.1mg/L）より10倍
高い値である1mg/L前後の濃度で20℃で接触させた後14時
間前後経過しても感染性は残る（感染性は90％まで低下）。
ただし、これより低い温度での塩素消毒によるオーシストの
不活化効果は期待できない。

日本水道協会,2004(23-0015)

なし

なし

原虫種は１２種、更に種内に多数の遺伝子型があると提唱さ
れている。

Xiao L, .2004 (23-0011)

小腸粘膜細胞の微絨毛にオーシストが寄生、無性的に増殖
し、かつ有性的に増殖し人に下痢・腹痛を起こすが、通常自
然治癒。免疫不全者では衰弱死例が認められる。

吉田幸雄,2006(23-0016)

食品中での毒素産生による発症は報告されていない。

動物体内で有性生殖の結果形成されたオーシストの経口感
染。

吉田幸雄,2006(23-0016)

Cryptosporidium hominis の宿主は人、C. Parvum の主要宿
主は牛などの反芻獣。

Thomson R.C.A.,2003(23-0009)

なし

水系感染。 吉田幸雄,2006(23-0016)

情報なし

1997年時点の文献調査によると、健常者の下痢症では、発
展途上国で６．１％、先進国では２．１％。

遠藤卓郎,2001(23-0013)

株により毒性に差異があり、１０個未満のオーシストの接取で
発症に至るとの報告がある。また、米国での人の感染実験で
は、１３０個のオーシストの接取で半数の人が感染すると報
告された。原虫接取数は不明。但し、一般的には数個～数
十個のオーシストの接取で発症するとされている。

遠藤卓郎,2001(23-0013)

発生状況
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有。厚生労働省が患者の排泄物やそれに汚染された衣服
などの取り扱い手引きがある。

厚生労働省 (23-0014)

⑥潜伏期間
平均潜伏期間は6.4日（患者数が約８７００人に達した越生町
の例）から９日（患者数が約４０万人に達した米国ミルウォー
キーの例）。

Yamamoto N,2000(23-0010)
Mackenzie W.R.,1994(23-0006)

⑦発症期間 経験的に、１から２０日。 日本水道協会,2004(23-0015)

⑧症　状
平塚市、ミルウォーキーの集団事例共に、水溶性下痢が
90％を超え、次いで腹痛が約85％、発熱と嘔吐が約半数の
患者に認められた。

Yamamoto N,2000(23-0010)
Mackenzie W.R.,1994(23-0006)

⑨排菌期間
発症期間中および、下痢が治まったを後も、2週間程度は
オーシストを糞便中に排泄する可能性がある。

CDCホームページ,2010 (23-0001)

⑩致死率
免疫学的適格者では非常に低く、右記文献の大発生例２事
例では０％。

Yamamoto N,2000(23-0010)
Mackenzie W.R.,1994(23-0006)

⑪治療
対症療法（水分と栄養の補給）、著効を示す薬剤は未だない
が、最近ニタゾキサニドがある程度有効との報告がある。

吉田幸雄,2006(23-0016)

⑫予後・後
遺症

健常者では良好。但しAIDS等の免疫不全者では衰弱死例
もある。

Yamamoto N,2000(23-0010)
Mackenzie W.R.,1994(23-0006)
吉田幸雄,2006(23-0016)

①頻度の高い食品を数種　通常、原虫に汚染された飲料水
による。他の食品が原因食品と断定された報告は１０件程度
であり、それらは加熱殺菌の施されていない乳、アップルサ
イダーや野菜・果物の摂食に起因しいた。　②発生は稀でも
影響が大きいもの　原虫に汚染された遊泳プールや噴水。

吉田幸雄,2006(23-0016)
Duffy G, 2003(23-0003)
日本水道協会,2004(23-0015)

②温　度
河川水に176日浸漬した後のオーシストの死滅率は94％で
あり、海水を実験室で35日放置後の死滅率は38％

日本水道協会,2004(23-0015)

③ｐH 情報なし

④水分活性 情報なし

短時間の加熱でオーシストは不活化する。また、７０℃、１分
の加熱で９９．９％のオーシストの不活化が期待できる。日本
における通常の浄水処理で行われている塩素消毒では死
滅しない。

日本水道協会,2004(23-0015)

遠心沈殿法やショ糖遠心浮遊法による集オーシスト後に、蛍
光抗体法、抗酸染色などの染色標本を作製し、顕微鏡観察
する。

遠藤卓郎,2001(23-0013)

1999年４月から2000年6月にかけて、青森県から沖縄県まで
合計全13都道府県の河川水29材料（各材料10Lを材料料と
した）を検査したところ、検出クリプトスポリジウム数は０～９個
に分布していた。

日本水道協会,2004(23-0015)

⑧Ｅ　Ｕ
1996年に英国で公表された水道原水の検出率は４０，５％。
そのオーシストの濃度は1リットル当たり０．００６～２．３個で
あった。

日本水道協会,2004(23-0015)

⑨米　国
1990年代全般に米国及びカナダで公表された４論文による
と、水道原水のオーシストによる汚染率は50％を超え、平均
濃度は1リットル当たり０．３１～４．８個であった。

日本水道協会,2004(23-0015)

⑩豪州・
ニュージー
ランド

情報なし

⑪我が国に
影響のある
その他の地
域

情報なし

日本では、クリプトスポリジウムのオーシスト数が浄化処理さ
れた水80L中に１個を超えない場合、年間の患者発生数は
人口1万人当たり１人以下になると試算された。

Masago Y. ,2002 (23-0019)

ＷＨＯが飲料水中のクリプトスポリジウムのリスク評価を公表 WHOホームページ, 2009 (23-0017)

⑦汚染実態（国内）
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⑤二次感染の有無

症状ほか

①食品の種類

食品中で
の増殖・生
残性

⑤殺菌条件

⑥検査法

①国　内

②国際機関



③ＥＵ

フランスでは、給水栓から供給される水に感染力のあるクリ
プトスポリジウムが様々な数を含むことを想定し、それを飲む
ことによる健常者集団および免疫不全者集団での患者発生
数を予測した。たとえば、健常者では100L中5個のオーシス
トを含む水を飲むことにより、人口1万人、１日当たりの発症
者数は、健常者集団では約１人、免疫不全者集団では約60
人と試算した。

Pouillot R.,2004 (23-0020)

④米　国

１L当たり0.001個のオーシストの含まれている給水栓由来の
水を飲んだ場合、AIDSではない成人、AIDSではない小児、
AIDSである成人及びAIDSである小児の年間患者発生数
は、それぞれ、5400人（95%信頼区間では1700～17000人：
以下カッコ内はすべて95%信頼区間の人数である）、940人
（300～3000人）、56人（８～400人）、１人（０～９人）であると
予測された。

Perz J.F.,1998(23-0008)

⑤豪州・
ニュージー
ランド

ニュージーランド食品安全機関がリスクプロファイル：貝中の
クリプトスポリジウムを公表

ニュージーランド食品安全機関ホーム
ページ, 2007 (23-0018)

なし
情報なし

③欧州
英国では、浄水10L中1個未満のオーシスト数であることと定
められている

日本水道協会,2004(23-0015)

④米　国
水道水中のオーシスト数の最大許容目標値を0個としている
が、最大許容値は設定されていない。

日本水道協会,2004(23-0015)

⑤豪州・
ニュージー
ランド

オーストラリアのシドニーにおいて水源を把握し、その中に
動物が入れないようフェンスで覆うなどの法的対策が取られ
ている。

Cox P., 2003 (23-0002)

水道原水又は水道水及び井戸水等から供給される飲料水
においてクリプトスポリジウム等の塩素耐性のある病原微生
物を把握した場合、直ちに水道課長に報告することとされて
いる（平成9年4月10日付,衛水第162号「飲料水健康危機管
理実施要領について）」）

日本水道協会,2004(23-0015)

③ＥＵ 情報なし

④米　国
1993年に発生した大規模な水系感染後、水の濁度を連続
的に監視し、低く抑えることを推奨。

Fayer R. ,2003(23-0004)

⑤豪州・
ニュージー
ランド

原水の濁度が増大するとオーシスト数も増加することを明ら
かとし、濁度増加時に飲料水を煮沸消毒後使用すべきとの
勧告がなされた。

Cox P., 2003 (23-0002)
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２３. クリプトスポリジウム症（Cryptosporidiosis） 

 

１ クリプトスポリジウム症とは 

 

クリプトスポリジウム（Cryptosporidium）とは、その一生を動物（宿主）の消化管内で過ごす肉

眼的には見ることのできない単細胞の寄生虫（原虫）です。この原虫は宿主の消化管内で、無

性的に増殖します。また、有性生殖もし、その結果、オーシスト（形状は、径数μm の球状に近

い楕円体）が形成され、これが糞便とともに外界に出現します。ヒトや動物はオーシストによって

汚染された飲食物（特に、飲用ではない水や浄水過程でオーシストの除去が不十分であった水

道水等）を加熱せずに摂取することで感染する典型的な水系感染症です 1)。オーシストは短時

間の煮沸で容易に死滅し、70℃で１分以内に 99.9％が不活化されますが、これを殺滅するため

の実用的な消毒方法（塩素系殺菌剤など）は開発されていません 2)。        

クリプトスポリジウムは、2004 年に 12 の種類に分類することが妥当であると提唱されました３）。

ヒトは、ヒトを固有宿主とする C. hominis、次いで牛などの反芻動物に寄生する C.parvum、まれ

に C. felis や C. meleagridis1), 4), 5) など、通常は猫や鳥に寄生する原虫種によっても発症します。

このようにクリプトスポリジウムに属する原虫の感染が原因となって発症したヒトがクリプトスポ

ロジウム症と診断されます 6)。 

ヒトの主要症状は水溶性下痢と腹痛（90％程度以上）であり、約半数のヒトに嘔吐と発熱がみ

られます 7), 8)。本症の治療にある程度有効な薬１）として米国ではニタゾキサニドが使用用されて

います 9)。健常者では水分や栄養分の補給、安静などの対症療で数日～２週間程度で自然治

癒します。しかし、AIDS などで免疫不全状態のヒトは衰弱死することもあります 1), 7), 8)。  

 

２ リスクに関する科学的知見 

 

（１） 疫学 

 

 ① 飲用水道水に起因する感染事例 

本症は 1976 年の初報告 10）以来、世界各地から散発的に報告されてきました４）。1993 年には

米国ミルウォーキーにおける飲用水道水の摂取による約 40 万人の患者が発生しました７）。欧

州（特に英国）では 1990 頃から約 10 年間に汚染された飲用の水道水の摂取による患者発生

の報告が十数件あり 11)また、日本でも埼玉県越生町で 1996 年に欧米での発生と同様に汚染

水道水の飲水に起因する大規模な感染事例（町民の 70％以上、推定 9000 名程度）が発生し
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ました８）。このことから、特に工業先進国では、本症は水系感染する新興感染症として注目をあ

び、本症に関する研究が活発化しました１２）。 

欧米及び日本などの工業先進国では、2000 年頃から飲用水道水の摂取に起因した患者の

報告はほとんどなくなりました。この水系感染減少の理由を明らかには出来ませんでした。 

しかし、飲用水道水については、工業先進国では水道水の水質基準が強化されたことが減

少要因となった可能性がありますので、その例をあげておきます。米国では、水への異物混入

の指標となる濁度を連続的に監視する勧告（1995 年）が受け入れられ、英国では 10Ｌ当たりの

オーシスト数を１個未満に抑えることが法制化されました（1999 年）。日本でも現行の水質基準

より厳しい基準が厚生労働省により通知（1996 年）され、米国同様に濁度を低く抑えること、水

道の原水中にオーシストが検出された場合、給水禁止の措置が取られました。少し古い資料で

すが、1997 年 11 月～2002 年１月にかけてクリプトスポリジウムがわずかに含まれていた河川水

を利用する浄水場に対して 9 件の給水禁止事例がありました 11)。 

 

 ② 遊泳などリクリエーションに利用される水に起因する感染事例 

米国の政府機関であるＣＤＣ（米国疾病予防局）は、糞便中の病原体を経口的に摂取したヒト

が感染する（糞口感染）病気に対する一般的な予防法は本症にも有効であることを公表してい

ます。13)即ち、①手洗いの励行②河川水等の自然水ばかりではなく、煮沸されずに給水栓から

供給されている未処理の水を飲まないこと③食品を生で摂取する場合には、それを消毒された

水で十分に濯いだ後に摂食する必要性のあることを記しています。 

これ以外にリクリエーションに利用される水（プールの水、アウトドア活動で接する河川水な

ど）に起因する本症の発生防止の必要性を訴えています。特に、遊泳に利用されるリクリエーシ

ョン施設で感染する事例が多いことが紹介されています。このような親水施設での集団感染事

例は 1991 年～2002 年に 61 事例あって、その内 50 事例は遊泳プールの利用に起因していま

した 14)。プール利用後の感染事例は 2004 年、2006 年、2007 年に、それぞれ、７事例、19 事例

そして 26 事例と年々増加しています。米国での本症の患者数が 2004 年の 3411 人～2007 年

の 11170 人に増加したこと、どの年度でも、その発生のピークは夏季であったことから 15)、CDC

は親水施設の運営スタッフに対して衛生的管理が必要である旨を示しています。プールは塩素

系の消毒薬で消毒されますが、感染者や感染動物の糞便に汚染された場合、原虫のオーシス

トがこの消毒処置では死滅しません。この事実を国民全体が知っておくことが必要であると記し

ています。なお、本症に罹患したヒトは、下痢症状が治まっても２週間程度は糞便中にオーシス

トを排泄することがあります。従って、一般国民に対しては、下痢症状が治まっても、しばらくは

親水施設の利用を控えるべきであるとの注意を喚起しています 13)。この他にプールの利用者に
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対して、プールの水を飲まないこと、利用前にシャワーを浴びること、トイレの使用後に手洗いを

励行し、タオルを頻繁に交換すること、幼児を同伴している利用者は大人が幼児の行動を常時

監視する必要があることの重要性を説いています 13)。 

日本でも遊泳プールの使用後に感染した事例が、2004 年の 8 月に、２件連動して発生しまし

た。初めは長野県の宿泊施設において水泳プールなどを介して小学生、高校生および大学生

が集団感染しました。次いで、この事例における罹患児を介して千葉県内の水泳プールが汚染

され、同プールの利用者が集団感染したものです。厚生労働省は、米国同様に下痢症患者の

プールの利用制限などの親水施設の衛生管理が早急に必要であると判断しました１４）。 

 

 ③ 食品の摂取に起因する感染事例 

2003 年に Duffy と Moriarty16)は食品媒介性のクリプトスポリジウム症の発生について文献調

査をしており、そのような事例が 1986 年～2002 年にかけて 12 件あったことを紹介しています。

筆者も 2004 年に同様の調査を行い、前論文の報告が極めて正確であったことを確認しました

17)。この 12 事例中の原因食品は、加熱殺菌が不十分であった乳３例、加熱殺菌されていなかっ

たアップルサイダー２例、野菜や果物の生食４例であり、原因食品は加熱処理を受けていない

食品であることが多いことが分かっていました。その後、2005 年にはインゲン豆の新芽の生食

に起因する本症患者が発生しました 18)。さらに 2008 年 19)、2009 年 20)に連続して食品媒介性の

本症の発生報告がありました。このような発生事例及び諸外国における生食嗜好の高まりがあ

ることから、食品媒介性のクリプトスポリジウム症が増加することを懸念する論文がつい最近

（2010 年）発表されました 21)。 

上記の事例はすべて諸外国での発生例でした。日本でも、2007 年に、生の牛の肝臓及びユ

ッケが原因食品と推測される C. parvum による感染事例が堺市で報告されました２２）。 

 

 ④ 感染動物との直接接触 

2005 年に厚生労働省 14)は、クリプトスポリジウム症の国内発生患者 32 名について、その感

染経路や背景要因を集計しています。半数は感染経路不明でしたが、７名が牛と接触したこと、

1 名が牧場訪問したことが要因であることを明らかにしています。従って施設利用者に対する適

切な衛生指導の必要性を記しています１４）。しかし、動物との接触による感染報告はその後も発

生しました。例えば、2009 年の 6～7 月にかけて青森県に臨床実習に行った大学生が仔牛との

接触が原因となり、C. parvum に感染したと推測される事例が報告されています２３）。  

なお、諸外国でも本症の初報告以来、農場訪問者など動物との接触後の感染事例が報告さ

れ続けています４）、１４）。 
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３ 諸外国及び我が国における最近の患者数 

 

（１） 諸外国の状況 

 

 ① 米国 

米国 CDC の公表した本症患者数のデータ（2003 年～2007 年）１５）を表１に示しました。年々

患者数が増加しており、日本と比べてはるかに多くの患者数が報告されています。 

 

表１  年度別クリプトスポリジウム症患者数（米国） 

西暦年 2003 2004 2005 2006 2007

患者数 3506 3577 5659 6071 11170

 

 ② ＥＵ諸国 

27 カ国約 5 億人で構成されるＥＵ諸国については、2005 年、2006 年と 2007 年における本症

の発生状況を把握できます 25)。2005 年には人口 10 万人当たりの罹患率は 2.8 でした。また、

2006 年と 2007 年の患者数は、それぞれ 6801 人、6220 人でした。 

 

（２） 我が国の状況 

 

日本では、クリプトスポリジウム症は感染症法において五類感染症に指定され、本症と診断

された患者は、医師によって全症例数の報告が法律的に義務付けられました。届出基準は、患

者（確定例）、感染症死亡者の死体を診断した場合です。1999 年～2007 年までの年度ごとの

確定患者数は表２に示した通り２４）であり、例年数名程度です。ただし、2002 年と 2004 年の患者

数が突出して多くなっています。通常日本では本症は散発的に発生します１４）が、2002 年には

数十名規模の大規模な患者発生を３件みていました。また、既述のように 2004 年にはプールの

水を介しての集団発生がありました。  

 

表２  年度別クリプトスポリジウム症患者数（日本）   

西暦年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

患者数 4 3 11 109 8 92 12 18 2
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はじめに 

 

近年における食生活の高度化と多様化、さらにグローバリゼイションの進展により世界

での人の交流や食品の交易が益々盛んとなってきており、また、国民の食生活の環境変化

に伴って消費者からの食の安全と安心の確保への要望は一層高まってきている。特に近年

においては、主として畜産製品の輸入が増加することに伴って、食品を媒介とする感染症

の不安が高まっている。近年に経験した食品媒介感染症としては、病原体による食中毒の

みならず、病原性ウイルス、細菌、寄生虫のほかプリオンによる疾病が報告されており、

疾病によっては社会的・経済的混乱をひきおこしている。 

食品を媒介とする感染症については、国際的に輸送手段が発展することにより病原体の

拡散の早さと範囲の拡散が助長されて、病原体のグローバリゼイションや新興・再興疾病

が心配されている。 

そうして、食品媒介感染症を中心とした食品の安全性の確保のためには、これらの媒介

感染症の科学的知見（データ）を集積・分析するとともにその情報を関係者に的確に提供

して、誤った情報の独り歩きを防ぐとともに消費者の不安を除去することが重要となる。 

そのため、関連する人獣共通感染症と内外における発生の情報、媒介食品と関係病原体

との関連、食品によるリスク評価又は対策を調査の重点とした。 
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第 I 章 調査の概要 

 

1. 食品により媒介される感染症等の動向 

温暖化など地球的規模の気候変動や世界の人口増加、特に開発途上地域での急激な増加、

また、輸送手段が進展することに伴って病原体が国をまたがって伝播し、食品により媒介

される感染症は増加の傾向にあって、それらのことが人の健康の大きな脅威となっている。

この傾向は今後とも拡大を伴いながら続くものと考えられ、食品の安全性の確保の面から

見逃すことの出来ない状況にある。また、これらの疾病のうち BSE や鳥インフルエンザな

ど、すでに国際的に経験したようにヒトや動物での疾病の発生に伴って社会・経済的な混

乱を起しかねないものも含んでいる。 

これらのことの重要性は、人へ影響を及ぼす病原体の 60％は人獣共通感染症であり、新

興（再興）疾病と認められるもののうち 75％は人獣共通感染症であること、バイオテロリ

ストに使用される可能性のある病原体の 80％も同じく人獣共通感染症であること（WHO）か

ら、今後とも当該疾病の動向には目が離せないところである。  

 

2. 食品媒介感染症の発生要因とリスク分析の重要性 

食品媒介感染症は、その食品の生産から販売、消費者による加工調理にいたる一連（from 

farm to fork）のあらゆる要素が関連してくる。そのために食品の安全確保にあたっては、

それぞれの段階における発生要因を把握しておいて、そのリスクを分析することが極めて

重要な対応となる。病原体等のもつ病因的情報、人への感染経路、病原体と媒介食品に関

する情報を的確に把握するとともに、特に畜産物を中心とする食品は国内生産によるもの

ばかりではなく、輸入によるものも多くあることを認識して、国の内外における状況の把

握に努める必要がある。そうして食品の主な提供先であるトレード・パートナー国や欧米

などの先進諸国での汚染状況、リスク評価、対応のためにとられた種々の規格・基準、そ

れらをもとにしたリスク管理の方法を把握のうえ、国内でのリスク分析に資することは、

食品の安全性の確保に係る不測の憶測を取り除き、また、関連食品を摂取することによる

国民の生命・健康への悪影響を未然に防止するうえで重要な要因となる。  

 

3. 調査の方法 

こうした状況の下に、今回の「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」  は、

25 疾病を対象に食品により媒介される感染症病原体の特徴などの情報、ヒトの生命・健康

に及ぼす悪影響等の情報及び媒介する食品などについての文献収集とし、関連する病原体

に関するデータなどを抽出・整理して情報整理シートに沿ってまとめるとともに消費者か

らの照会や緊急時の対応などに活用できるようにファクトシート（案）に沿ったとりまと

めを行ったものである。 

調査にあたっては、調査事業を受託した（社）畜産技術協会において専門的知識・経験

を有する要員を配置して総合的な調査実施計画案を樹立し調査実施体制を整備するととも

に、食品により媒介される感染病原体など対象分野で本邦の最高の学術陣営と考えられる

陣容から調査検討会の委員（８名）とさらに関連する病原体などの専門家（21 名）に委嘱

して、これらの専門家グループから貴重な意見を聴取することによって調査結果をとりま
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とめた。  

 

表 1. 「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」事業の検討会委員（8 名） 

（五十音順） 

氏  名 所  属 

内田 郁夫 農研機構、動物衛生研究所、環境・常在疾病研究チーム長 

岡部 信彦 国立感染症研究所、感染症情報センター長 

柏崎  守 （社）畜産技術協会 参与 

◎熊谷  進 東京大学大学院農学生命科学研究科教授、食の安全研究センター長 

品川 邦汎 岩手大学農学部 特任教授 

関崎  勉 東京大学大学院農学生命科学研究科、食の安全研究センター教授 

山田 章雄 国立感染症研究所、獣医科学部長 

山本 茂貴 国立医薬品食品衛生研究所、食品衛生管理部長 

◎座長 

 

表 2. 「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」事業の専門家 （21 名） 

（五十音順） 

氏 名 所 属 

秋庭正人 動物衛生研究所 安全性研究チーム主任研究員 

石井孝司 国立感染症研究所 ウイルス第二部五室長 

伊藤壽啓 鳥取大学 農学部教授 

今田由美子 動物衛生研究所 動物疾病対策ｾﾝﾀｰ長 

上田成子 女子栄養大学 衛生学教室教授 

大仲賢二 麻布大学 微生物学研究室 助教 

加来義浩 国立感染症研究所 獣医科学部 第二室 主任研究官 

金平克史 動物衛生研究所 人獣感染症研究チーム研究員 

川中正憲 国立感染症研究所 寄生動物部 再任用研究員 

木村 凡 東京海洋大学 海洋科学部 食品生産科学科 教授 

志村亀夫 動物衛生研究所 疫学研究チーム長 

武士甲一 帯広畜産大学 畜産衛生学教育部門 教授 

多田有希 国立感染症研究所 感染症情報センター 感染症情報室長 

田村 豊 酪農学園大学 獣医学部教授 

筒井俊之 動物衛生研究所 疫学研究チーム上席研究員 

中口 義次 京都大学 東南アジア研究所 統合地域研究部門 助教 

中野宏幸 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授  

萩原克郎 酪農学園大学 獣医学部教授 

林谷秀樹 東京農工大学 共生科学技術研究院 動物生命科学部門准教授 

三好 伸一 岡山大学 大学院医歯薬学総合研究科 教授 

森 康行 動物衛生研究所 ヨーネ病研究チーム長 
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4. 調査の内容と成果の要約 

食品を媒介とする感染症については、その原因となる病原体によりウイルス、細菌、寄

生虫に仕分けて文献調査した。感染症の原因とされるものは人獣共通感染症の特徴からそ

の多くは動物又は畜産食品、又は 2次汚染物品を媒介とするものであった。   

こうした食品を媒介とする感染症については、農場の生産段階でのバイオセキュリティ

の確保がもっとも要求されるところであるが、その後の流通・加工段階乃至は食卓に上る

前の低温処理や適切な調理によってそのリスクが大きく軽減できる疾病（例：鳥インフル

エンザ）もある。 

しかしながら、どの例をとってみても 2 次汚染は感染症の伝播を進める原因となること

から食品など経口感染のリスク軽減のために注意を払う必要がある。このためにも動物の

生産現場でのチェック及び対応（法令とその実施；例えば家畜の生産段階における衛生管

理ガイドラインの策定とその徹底など）と流通段階における衛生管理の推進（と畜場・食

鳥処理場での対応を含む）と消費者への啓蒙・啓発が要求されるところである。 

また、病原体によっては、毒素を生産することにより食中毒を引き起こすもの（例：黄

色ブドウ球菌）や芽胞を形成して自然界に常在するもの（例：セレウス菌）、さらに自然界

ではダニと野生動物との間で感染環を成立させるもの（例：コクシエラ菌）もあって、病

原体の特性を十分把握してリスク評価することが重要である。 

食品を媒介とする感染症については、多くの場合、生産・流通・食卓の前の段階での徹

底した衛生管理が必要である。一方、内外ともにリスク管理に最大限の努力が払われてい

るが、感染に関連する要素の多様性からリスク管理の難しさに直面していることを文献調

査からもうかがい知った。リスク管理を徹底するために、法令による疾病発生の届出義務

を含む措置、さらには消費者への啓蒙・啓発によりリスクの軽減を図ることが重要である

ことが認識された。例えば、疾病の発生に伴う農場からの生産物の出荷停止（例：鳥イン

フルエンザ）、汚染・非汚染動物群の区分処理（例：カンピロバクター）、HCCP による製造

管理（例：黄色ブドウ球菌）や病原体についての食品健康影響評価のためのリスク・プロ

ファイルなどの提供（例：サルモネラ菌）により、リスクの軽減に大きく貢献している事

例も見られ、今後の食品を媒介とする感染症対策に重要な示唆を与えてくれた。 

そうして、食品媒介感染症による食品健康への影響を未然に防ぐためには、当該感染症

の病原体等のもつ病原性、感染環、感染源などの特性、人での感染経路、発症率、関係食

品の種類、2次感染の有無、殺菌の条件、内外における汚染の実態等の情報の整理、さらに

内外におけるリスク評価や規格・基準の設定状況、リスク管理措置を対象疾病毎に整理す

ることが極めて重要であることが一層認識された。  




